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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３．第８期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しています。 

  

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第３四半期 
連結累計期間

第９期
第３四半期 
連結累計期間

第８期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 208,940 207,142 298,647

経常利益 (百万円) 1,868 1,203 3,600

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,221 252 1,541

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,137 320 1,494

純資産額 (百万円) 20,312 20,941 20,648

総資産額 (百万円) 212,298 222,959 197,021

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 4.34 0.89 5.47

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) 2.10 0.34 2.65

自己資本比率 (％) 8.4 8.1 9.1

回次
第８期

第３四半期 
連結会計期間

第９期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 2.96 2.72

２ 【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による落込みからは回復したとはい

え、未だ一進一退の様相、一方、欧州債務問題による海外経済の減速や、円高の長期化、タイの洪水の

影響などで輸出が低迷しており、企業を取巻く環境は依然として厳しい状況にあります。 

国内建設市場におきましては、震災復興関連を中心とした公共投資の増加や首都圏における民間住宅

投資の回復が窺えるものの、足許の民間設備投資は原油価格の高騰や円高の影響からその動きは弱く、

不透明な経営環境が続いています。 

こうした状況下、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高2,071億円（前

年同四半期比18億円減少）、経常利益12億円（前年同四半期比７億円減少）、四半期純利益３億円（前

年同四半期比10億円減少）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりです。なお、売上高については「外部顧客への売上高」について記

載し、セグメント利益は売上総利益ベースでの数値を記載しています。 

（土木工事セグメント） 

主に官公庁発注のＰＣ橋梁等の土木工事の設計、施工並びにこれらに関する事業から構成され、受注

高は460億円（前年同四半期比104億円減少、提出会社個別ベース）、売上高は811億円、セグメント利

益は76億円となりました。 

（建築工事セグメント） 

主に民間企業発注の超高層住宅等の建築工事の設計、施工並びにこれらに関する事業から構成され、

受注高は938億円（前年同四半期比84億円増加、提出会社個別ベース）、売上高は1,255億円、セグメン

ト利益は55億円となりました。 

なお、通常の営業形態として、工事の完成引渡しが第４四半期に偏るという季節要因があるため、第

３四半期の経営成績は、全般的に通期の業績予想に対し進捗率が低くなる傾向があります。 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて259億円増加し、2,230億円と

なりました。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等の増加によるものです。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べて256億円増加し、2,020億円となりました。主な要因は、短期

借入金の増加によるものです。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて３億円増加し、209億円となりました。また、当第３四半

期連結会計期間末の自己資本比率は8.1％となりました。 
  

①  当社は、平成12年度から平成15年度における国土交通省関東地方整備局他発注に係るプレストレス

ト・コンクリート（ＰＣ）橋梁工事に関する独占禁止法違反審判事件について、平成22年９月21日付

にて公正取引委員会より排除措置を命ずる審決を受けるとともに、これに伴い、国土交通省より建設

業法に基づく営業停止処分を受けました。 

また、本件に関し、平成23年６月15日付にて公正取引委員会より課徴金納付命令を受けました。 

当社としましては、かかる処分を厳粛に受け止め、更なるコンプライアンス体制の強化に努めま

す。 

なお、本件課徴金等相当額については、既に費用処理済みです。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

(2) 財政状態の分析

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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②  当社中部支店第二東名高速道路郡界川橋作業所において、担当者が独断で火薬類譲受許可証を偽造

し、火薬類を無許可で譲受け消費するなどの法令違反が発生しました。平成23年１月17日及び平成23

年２月８日付にて火薬類取り扱いの許可権者である愛知県より、本件についての警告書を受領し、折

り返し当社より本件に関する改善結果報告書を提出しました。 

また、愛知県は平成23年１月31日付にて火薬類取締法違反の容疑で当社を愛知県豊田警察署に告発

しています。なお、本件につき、平成23年６月16日付にて、当社は名古屋地方検察庁に書類送検され

ました。 

本件の発生原因は、火薬類の取り扱い業務が、現場の作業所長及び火薬類取扱保安責任者による複

数のチェック体制の下で運営管理されるべきところ、特定の社員に当該業務を全面的に委ねていたこ

とにより、現場内での情報の共有がなされず、チェック機能が働かなかったことによるものです。 

当社としましては本件違反行為を厳しく反省し、火薬類を取り扱う他の現場に対する緊急点検を始

め、関係者の処分、担当者の更迭に加え、現場、支店ならびに本店所管部署における管理体制の一段

の厳格化、社員に対する法令遵守教育の継続的・反復的実施の更なる徹底等の再発防止策を直ちに実

行し、類似事象の再発防止への取り組みを強化しています。 

  

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は657百万円です。 

「第２  事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。ま

た、本文中の億円単位の表示は単位未満四捨五入とし、それ以外の金額の表示は表示単位未満切捨てに

より表示しています。 

  

  

(4) 研究開発活動
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(注) １ 第二回Ａ種優先株式の概要は以下のとおりです。 

 (1) 払込金相当額とみなす額 
   １株につき500円 
 (2) 優先配当金 
  イ.第二回Ａ種優先配当金の計算 
   １株につき第二回Ａ種優先株式の払込金相当額（500円）に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率を乗じ

て算出した額とします。計算の結果、第二回Ａ種優先配当金が１株につき50円を超える場合は、50円としま
す。但し、当該事業年度において、優先中間配当金の全部または一部を支払ったときは、その額を控除した額
とします。 

   平成15年10月１日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度及び平成31年４月１日に始まる事業年度に
ついて、下記算式により計算される年率とします。 

   第二回Ａ種配当年率＝日本円 TIBOR（６ヶ月物）＋1.0％ 

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,669,464,970

第一回優先株式 2,000,000

第二回Ａ種優先株式 4,500,000

第三回Ａ種優先株式 394,644

第三回Ｂ種優先株式 8,000,000

第三回Ｃ種優先株式 6,000,000

第三回Ｄ種優先株式 6,000,000

計 2,696,359,614

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 285,053,857 285,053,857
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 
単元株式数 100株 
(注)４

第二回Ａ種優先株式 
（注）６

1,500,000 1,500,000 ―

本種類株式は、行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等
に該当し、その特質について
は、(注)１のとおりです。 
単元株式数 100株 
(注)１、４、５、７

第三回Ｃ種優先株式 
（注）６

5,861,200 5,861,200 ―

本種類株式は、行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等
に該当し、その特質について
は、(注)２のとおりです。 
単元株式数 100株 
(注)２、４、５、７、８

第三回Ｄ種優先株式 
（注）６

5,961,900 5,961,900 ―

本種類株式は、行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等
に該当し、その特質について
は、(注)３のとおりです。 
単元株式数 100株 
(注)３、４、５、７

計 298,376,957 298,376,957 ― ―
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   なお、「年率修正日」は、平成16年４月１日及び、以降平成31年４月１日までの毎年４月１日とします。 
  ロ.非参加型 
   第二回Ａ種優先株主に対しては、第二回Ａ種優先配当金または優先中間配当金を超えて期末配当または中間

配当は行いません。 
  ハ.非累積型 
   ある事業年度において第二回Ａ種優先株主に対して支払われる第二回Ａ種優先配当金の額が上記イ.の計算

の結果算出される金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しません。 
 (3) 普通株式を対価とする取得請求期間 
   平成21年４月１日から平成31年８月26日までとします。 
 (4) 普通株式を対価とする当初取得価額 
   株式併合及び時価を下回る価格での新株発行による調整後の当初取得価額は、普通株式１株当たり255円70

銭とします。 
 (5) 普通株式を対価とする取得価額の修正 
   取得価額は、平成22年４月１日以降平成31年４月１日までの毎年４月１日（以下それぞれ第二回Ａ種取得価

額修正日という。）における時価に修正されるものとし、取得価額は当該第二回Ａ種取得価額修正日以降翌年
の第二回Ａ種取得価額修正日の前日（または取得請求期間の終了日）までの間、当該時価に修正されるものと
します。但し、当該時価が当初取得価額の60％の額（以下第二回Ａ種下限取得価額という。）を下回るとき
は、修正後取得価額は第二回Ａ種下限取得価額とします。また、当該時価が、当初取得価額の150％の額（以
下第二回Ａ種上限取得価額という。）を上回るときは、修正後取得価額は第二回Ａ種上限取得価額とします。

   上記「時価」とは、当該第二回Ａ種取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所
における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とします。 

   なお、平成22年４月１日をもって、取得価額は154円に修正されました。 
 (6) 普通株式を対価とする取得価額の調整 
   時価を下回る新株発行時その他一定の場合には取得価額を調整します。 
 (7) 第二回Ａ種優先株式の強制取得条項 
   平成31年８月26日までに取得請求のなかった第二回Ａ種優先株式は、平成31年８月27日の後の取締役会で定

める遅くとも平成31年９月30日までの日をもって、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を平成31年８月27
日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の
平均値で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。この場合、当該平均値が第二回Ａ
種下限取得価額を下回るときは、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を第二回Ａ種下限取得価額で除して
得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。また、当該平均値が、第二回Ａ種上限取得価額を
上回るときは、第二回Ａ種優先株式１株の払込金相当額を第二回Ａ種上限取得価額で除して得られる数の普通
株式の交付と引換えに当社が取得します。 

 (8) 議決権 
   第二回Ａ種優先株式には、当社株主総会における議決権がありません。 
  (9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。 
２ 第三回Ｃ種優先株式の概要は以下のとおりです。 
 (1) 払込金相当額とみなす額 
   １株につき2,500円 
 (2) 優先配当金 
  イ.第三回Ｃ種優先配当金の計算 
   １株につき第三回Ｃ種優先株式の発行価額（2,500円）に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率を乗じて

算出した額とします。計算の結果、第三回Ｃ種優先配当金が１株につき250円を超える場合は、250円としま
す。但し、当該事業年度において、優先中間配当金の全部または一部を支払ったときは、その額を控除した額
とします。 

   平成17年４月１日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度及び平成29年４月１日に始まる事業年度に
ついて、下記算式により計算される年率とします。 

   第三回Ｃ種配当年率＝日本円 TIBOR（６ヶ月物）＋2.0％ 
   なお、「年率修正日」は、平成18年４月１日及び、以降平成29年４月１日までの毎年４月１日とします。 
  ロ.非参加型 
   第三回Ｃ種優先株主に対しては、第三回Ｃ種優先配当金または優先中間配当金を超えて期末配当または中間

配当は行いません。 
  ハ.非累積型 
   ある事業年度において第三回Ｃ種優先株主に対して支払われる第三回Ｃ種優先配当金の額が上記イ.の計算

の結果算出される金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しません。 
 (3) 普通株式を対価とする取得請求期間 
   平成19年10月１日から平成29年９月30日までとします。 
 (4) 普通株式を対価とする当初取得価額 
   当初取得価額は、普通株式１株当たり110円とします。 
 (5) 普通株式を対価とする取得価額の修正 
   取得価額は、平成20年10月１日以降、平成28年10月１日までの毎年10月１日（以下それぞれ第三回Ｃ種取 

得価額修正日という。）における時価に修正されるものとし、当該取得価額は、当該第三回Ｃ種取得価額修正
日以降、翌年の第三回Ｃ種取得価額修正日の前日（または取得請求期間の終了日）まで適用されるものとしま
す。但し、当該時価が55円（以下第三回Ｃ種下限取得価額という。）を下回るときは、修正後取得価額は第三
回Ｃ種下限取得価額とします。また、当該時価が165円（以下第三回Ｃ種上限取得価額という。）を上回ると
きは、修正後取得価額は第三回Ｃ種上限取得価額とします。 

   上記「時価」とは、当該第三回Ｃ種取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所
における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とします。 
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   なお、平成23年10月１日をもって、取得価額は59円20銭に修正されました。 
 (6) 普通株式を対価とする取得価額の調整 
   時価を下回る新株発行時その他一定の場合には取得価額を調整します。 
 (7) 第三回Ｃ種優先株式の強制取得条項 
   平成29年９月30日までに取得請求のなかった第三回Ｃ種優先株式は、平成29年10月１日の後の取締役会で定

める遅くとも平成29年11月30日までの日をもって、第三回Ｃ種優先株式１株の払込金相当額を平成29年10月１
日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

  で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。この場合当該平均値が第三回Ｃ種下限取
得価額を下回るときは、第三回Ｃ種優先株式１株の払込金相当額を第三回Ｃ種下限取得価額で除して得られる
数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。また、当該平均値が、第三回Ｃ種上限取得価額を上回ると
きは、第三回Ｃ種優先株式１株の払込金相当額を第三回Ｃ種上限取得価額で除して得られる数の普通株式の交
付と引換えに当社が取得します。 

 (8) 議決権 
   第三回Ｃ種優先株主は、当社株主総会において議決権を有しています。 
  (9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。 
３ 第三回Ｄ種優先株式の概要は以下のとおりです。 
 (1) 払込金相当額とみなす額 
   １株につき2,500円 
 (2) 優先配当金 
  イ.第三回Ｄ種優先配当金の計算 
   １株につき第三回Ｄ種優先株式の発行価額（2,500円）に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率を乗じて

算出した額とします。計算の結果、第三回Ｄ種優先配当金が１株につき250円を超える場合は、250円としま
す。但し、当該事業年度において、優先中間配当金の全部または一部を支払ったときは、その額を控除した額
とします。 

   平成17年４月１日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度及び平成30年４月１日に始まる事業年度に
ついて、下記算式により計算される年率とします。 

   第三回Ｄ種配当年率＝日本円 TIBOR（６ヶ月物）＋2.0％ 
   なお、「年率修正日」は、平成18年４月１日及び、以降平成30年４月１日までの毎年４月１日とします。 
  ロ.非参加型 
   第三回Ｄ種優先株主に対しては、第三回Ｄ種優先配当金または優先中間配当金を超えて期末配当または中間

配当は行いません。 
  ハ.非累積型 
   ある事業年度において第三回Ｄ種優先株主に対して支払われる第三回Ｄ種優先配当金の額が上記イ.の計算

の結果算出される金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しません。 
 (3) 普通株式を対価とする取得請求期間 
   平成20年10月１日から平成30年９月30日までとします。 
 (4) 普通株式を対価とする当初取得価額 
   当初取得価額は、普通株式１株当たり110円とします。 
 (5) 普通株式を対価とする取得価額の修正 
   取得価額は、平成21年10月１日以降、平成29年10月１日までの毎年10月１日（以下それぞれ第三回Ｄ種取得

価額修正日という。）における時価に修正されるものとし、当該取得価額は、当該第三回Ｄ種取得価額修正日
以降、翌年の第三回Ｄ種取得価額修正日の前日（または取得請求期間の終了日）まで適用されるものとしま
す。但し、当該時価が55円（以下第三回Ｄ種下限取得価額という。）を下回るときは、修正後取得価額は第三
回Ｄ種下限取得価額とします。また、当該時価が165円（以下第三回Ｄ種上限取得価額という。）を上回ると
きは、修正後取得価額は第三回Ｄ種上限取得価額とします。 

   上記「時価」とは、当該第三回Ｄ種取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所
における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とします。 

   なお、平成23年10月１日をもって、取得価額は59円20銭に修正されました。 
 (6) 普通株式を対価とする取得価額の調整 
   時価を下回る新株発行時その他一定の場合には取得価額を調整します。 
 (7) 第三回Ｄ種優先株式の強制取得条項 
   平成30年９月30日までに取得請求のなかった第三回Ｄ種優先株式は、平成30年10月１日の後の取締役会で定

める遅くとも平成30年11月30日までの日をもって、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を平成30年10月１
日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値
で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。この場合当該平均値が第三回Ｄ種下限取

  得価額を下回るときは、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を第三回Ｄ種下限取得価額で除して得られる
数の普通株式の交付と引換えに当社が取得します。また、当該平均値が、第三回Ｄ種上限取得価額を上回ると
きは、第三回Ｄ種優先株式１株の払込金相当額を第三回Ｄ種上限取得価額で除して得られる数の普通株式の交
付と引換えに当社が取得します。 

 (8) 議決権 
   第三回Ｄ種優先株主は、当社株主総会において議決権を有しています。 
  (9) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。 
４ 提出日現在の発行数には、平成24年２月１日以降の優先株式の普通株式を対価とする取得請求権の行使による
増減は含まれていません。 

５ 自己資本の充実と財務体質の改善及び強化を目的として、第二回Ａ種優先株式、第三回Ｃ種優先株式及び第三
回Ｄ種優先株式の発行による第三者割当増資を実施しています。 
 当該優先株式の議決権の有無を含めた内容については、割当先と協議の上決定したものです。 

６ 第二回Ａ種優先株式、第三回Ｃ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式は、企業内容等の開示に関する内閣府令第
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19条第８項に規定する行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に該当します。 
７ 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項 
 (1) 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項（当該権利の行使を制

限するために支払われる金銭その他の財産に関する事項を含む。）についての当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等の所有者との間の取決めの内容 

   該当事項はありません。 
 (2) 提出者の株券の売買（令第26条の２の２第１項に規定する空売りを含む。）についての当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決めの内容 
   該当事項はありません。 
８ 自己株式(第三回Ｃ種優先株式)の取得に関する事項 
   平成23年６月29日開催の定時株主総会において、自己株式(第三回Ｃ種優先株式)の取得にかかる事項につい

て下記のとおり付議し、承認可決されました。 
 (1) 取得の理由 

 優先株式の普通株式を対価とする取得請求権の行使による普通株式価値の希薄化を抑制すること及び優先 
株式の配当負担の軽減等を目的として、会社法第156条第１項の規定に基づき、以下のとおり取得するもの。 

 (2) 取得にかかる株主総会付議の内容 
   イ.取得する株式の種類                    第三回Ｃ種優先株式 
   ロ.取得する株式の総数                              80,000株 
   ハ.取得価額の総額                      金200,000,000円(上限) 
   ニ.取得期間              株主総会終結の日の翌日から１年以内 

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 

 
  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年10月１日～ 
平成23年12月31日

― 298,376 ― 12,003 ― ―

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしています。 

平成23年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式4,700株及び株主名簿上は当

社名義となっていますが、実質的には所有していない株式400株が含まれています。なお、議決権の数には
当該当社名義となっている株式400株に係る議決権４個を含めていません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式80株及び当社所有の自己株式52株が含ま
れています。 

  

平成23年９月30日現在 

 
(注) １  このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的には所有していない株式が400株あります。 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
第二回Ａ種優先株式

1,500,000
― (1)株式の総数等②発行済株式参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

440,300
―

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)

普通株式
283,374,800

2,833,744 同上

第三回Ｃ種優先株式
5,861,200

58,612
(1)株式の総数等②発行済株式参照

第三回Ｄ種優先株式
5,961,900

59,619

単元未満株式
普通株式

1,238,757
―

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

発行済株式総数 298,376,957 ― ―

総株主の議決権 ― 2,951,975 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
三井住友建設株式会社

東京都中央区佃２－１－６ 440,300 ― 440,300 0.15

計 ― 440,300 ― 440,300 0.15

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けていま

す。 

  

第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 20,730 24,177

受取手形・完成工事未収入金等 93,034 ※３  106,625

未成工事支出金等 21,248 31,926

その他 13,584 12,857

貸倒引当金 △608 △541

流動資産合計 147,989 175,045

固定資産   

有形固定資産 23,617 23,434

無形固定資産 2,262 2,255

投資その他の資産   

長期営業外未収入金 38,114 37,487

その他 34,646 32,122

貸倒引当金 △49,610 △47,386

投資その他の資産合計 23,150 22,223

固定資産合計 49,031 47,913

資産合計 197,021 222,959
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 101,548 ※３  101,199

短期借入金 7,517 34,651

未成工事受入金 21,164 30,408

完成工事補償引当金 1,161 1,171

工事損失引当金 372 388

訴訟等損失引当金 1,280 843

災害損失引当金 470 174

その他 18,529 8,928

流動負債合計 152,045 177,765

固定負債   

長期借入金 2,582 2,097

退職給付引当金 16,135 16,821

その他 5,608 5,333

固定負債合計 24,327 24,252

負債合計 176,372 202,018

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,003 12,003

資本剰余金 682 681

利益剰余金 6,360 6,649

自己株式 △242 △242

株主資本合計 18,804 19,093

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △195 △134

繰延ヘッジ損益 － △48

土地再評価差額金 57 39

為替換算調整勘定 △694 △831

その他の包括利益累計額合計 △833 △974

少数株主持分 2,677 2,823

純資産合計 20,648 20,941

負債純資産合計 197,021 222,959
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
 【四半期連結損益計算書】 
 【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 ※１, ※２  208,940 ※１, ※２  207,142

売上原価 194,642 193,933

売上総利益 14,298 13,208

販売費及び一般管理費 11,417 10,673

営業利益 2,881 2,535

営業外収益   

受取利息 122 200

受取配当金 41 64

保険配当金等 77 69

その他 311 402

営業外収益合計 552 737

営業外費用   

支払利息 657 682

為替差損 369 617

その他 538 769

営業外費用合計 1,565 2,068

経常利益 1,868 1,203

特別利益   

前期損益修正益 112 －

固定資産売却益 9 15

投資有価証券売却益 3 －

その他 280 0

特別利益合計 407 15

特別損失   

固定資産処分損 36 56

貸倒引当金繰入額 437 －

投資有価証券評価損 9 150

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 87 －

和解費用 － 69

その他 19 31

特別損失合計 591 307

税金等調整前四半期純利益 1,685 911

法人税等 361 478

少数株主損益調整前四半期純利益 1,324 432

少数株主利益 102 180

四半期純利益 1,221 252
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,324 432

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △113 60

繰延ヘッジ損益 － △48

土地再評価差額金 － 47

為替換算調整勘定 △67 △166

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 △5

その他の包括利益合計 △186 △112

四半期包括利益 1,137 320

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,051 147

少数株主に係る四半期包括利益 86 173
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

税金費用の算定方法  税金費用の算定については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて算定しています。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しています。

（確定拠出年金制度への移行）

当社は、平成23年７月１日に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しています。

本移行に伴い、過去勤務債務が△3,482百万円発生しますが、当該過去勤務債務は発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、第２四半期連結会計期間から費用

処理しています。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日)

  １  偶発債務(保証債務)

下記の会社等の銀行借入金等に対して保証を行っ

ています。

吉井企画㈱ 2,797百万円

その他(５件) 494

計 3,291

  １  偶発債務(保証債務)

下記の会社等の銀行借入金等に対して保証を行っ

ています。

吉井企画㈱ 2,797百万円

その他(６件) 496

計 3,293

 

  ２  受取手形割引高 433百万円

      受取手形裏書譲渡高 7

                

 

  ２  受取手形割引高 203百万円

※３  期末日満期手形 

  当第３四半期連結会計期間末は銀行休業日です

が、期末日満期手形については、満期日に決済が行

われたものとして処理しています。 

  期末日の満期手形は、次のとおりです。

受取手形 163百万円

支払手形 739
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当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のと
おりです。 

 
  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

  

  １．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

  該当事項はありません。 

  

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

※１  工事進行基準による売上高(完成工事高)

156,238百万円

※１  工事進行基準による売上高(完成工事高)

146,881百万円

※２  当社グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動があります。

※２                  同  左

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

 
  減価償却費 1,087百万円

 
  減価償却費 1,314百万円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の
総額 

（百万円）

１株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会

第二回Ａ種優先株式 38 8.45

平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金第三回Ｃ種優先株式 394 67.25

第三回Ｄ種優先株式 400 67.25

合計 ─ 833 ─ ─ ─ ─
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  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
  

 
(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、老人介護施設の運営及び保険代理

店業を含んでいます。 

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っています。 

  

 当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、老人介護施設の運営及び保険代理

店業を含んでいます。 

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っています。 

  

  

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３土木工事 建築工事 計

売上高

  外部顧客への売上高 79,165 129,196 208,361 579 208,940 ─ 208,940

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

765 1 766 51 818 △818 ─

計 79,930 129,197 209,127 631 209,759 △818 208,940

セグメント利益 6,741 7,354 14,095 258 14,353 △55 14,298

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３土木工事 建築工事 計

売上高

  外部顧客への売上高 81,051 125,538 206,589 553 207,142 ─ 207,142

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

669 20 689 39 728 △728 ─

計 81,721 125,558 207,279 592 207,871 △728 207,142

セグメント利益 7,572 5,464 13,037 224 13,261 △52 13,208
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１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上

の基礎は、以下のとおりです。 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 (円) 4.34 0.89

(算定上の基礎)

四半期純利益 (百万円) 1,221 252

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ―

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 1,221 252

普通株式の期中平均株式数 (千株) 281,642 284,614

(2) 潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益

(円) 2.10 0.34

(算定上の基礎)

四半期純利益調整額 (百万円) ― ―

普通株式増加数 (千株) 300,215 449,347

(うち優先株式) (千株) (300,215) (449,347)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

――――― ―――――

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成24年２月10日

三井住友建設株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三
井住友建設株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成
23年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井住友建設株式会社及び連結子会社の平
成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
公認会計士  若  松  昭  司 印

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士  内  田  英  仁 印

業 務 執 行 社 員

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

20



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年２月10日

【会社名】 三井住友建設株式会社

【英訳名】 Sumitomo Mitsui Construction Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  則  久  芳  行

【最高財務責任者の役職氏名】   ―

【本店の所在の場所】 東京都中央区佃二丁目１番６号

【縦覧に供する場所】 三井住友建設株式会社  横浜支店

  (横浜市中区尾上町四丁目58番地)

三井住友建設株式会社  中部支店

  (名古屋市中区栄四丁目３番26号)

三井住友建設株式会社  大阪支店

  (大阪市中央区北浜四丁目７番28号)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



当社代表取締役社長 則久芳行は、当社の第９期第３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年12

月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


	四半期報告書 

	中扉 

	表紙

	第一部【企業情報】   

	第１【企業の概況】   

	１【主な経営指標等の推移】   

	２【事業の内容】   


	第２【事業の状況】   

	１ 【事業等のリスク】  

	２ 【経営上の重要な契約等】  

	３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の分析】   


	第３ 【提出会社の状況】  

	１【株式等の状況】   

	２ 【役員の状況】  


	第４ 【経理の状況】   

	１【四半期連結財務諸表】   

	２【その他】   



	第二部【提出会社の保証会社等の情報】   

	四半期レビュー報告書   

	確認書   

	１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】   

	２【特記事項】   





